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研究成果の概要（和文）：　本研究では、主に次の三点の学問的成果をあげることができた。(1)我々は日本、韓国、
台湾の高度経済成長という現象を、相互に深く関連した一つの歴史的変動として捉えた。(2)国際的な共同研究として
の優位性を活かして、各国の新資料を相互に組み合わせて実証的分析に取り組んだ。(3)当時の韓国と台湾の重要な個
別産業をとりあげ、一国の産業分析にとどまらない多面的な視点から具体的に解明した。
　研究期間中には、2度のシンポジウムを開催した他、8度の国際共同研究会を開催し、学界にインパクトを与え、日本
・韓国・台湾の研究交流を促進した。研究成果は、論文集としてまとめ日本のみでなく、韓国、台湾での出版を追求す
る。

研究成果の概要（英文）：  In this study project, we got the academic achievement of the following three po
ints mainly. First, we regarded the phenomenon of the rapid economic growth of Japan, South Korea, and Tai
wan as one historical change related mutually deeply. Second, by taking advantage of the superiority of a 
joint international research, we analyzed empirically in combination with each other new materials in each
 country. Third, we have analyzed the important individual industry of that time of South Korea and Taiwan
 in detail from the various viewpoints which are not limited in one country. 
  During the research period, we held two big open Symposium and eight international joint seminar. These 
research activities could give the impact which is not small to the Asia economic-history research, and pr
omoted the research exchange between Japan, South Korea, and Taiwan. We pursue editing the collected paper
s of the result of research and publishing in Japan, South Korea, and Taiwan, respectively.
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１．研究開始当初の背景 
(1)研究代表者は、資本主義的な工業発展の起
源を一国的に捉えるのではなく、各社会にお
ける内外条件の結合の結果として把握すべ
きだと考えてきた。具体的には、戦前期東ア
ジアの経済変動を日本資本主義の成立とそ
の帝国主義的膨張とみる通説的な見解とは
異なり、戦前期東アジアにおける資本主義は、
成立期からその頂点であった 1930 年代末ま
で、日本内地のみならず朝鮮、台湾、満洲等
を組み込んで発展したことを明らかにした。
そのことを個人の研究として進めてきただ
けでなく、日本、韓国、台湾の研究者らと国
際共同研究をすすめ、戦前期日本と朝鮮・台
湾に関する新しい研究成果として三国で出
版公表した。それは従来の支配と収奪のみを
強調してきた古い帝国主義論とは異なる新
鮮な歴史像だとして高い評価を得たが、研究
対象とした時代が 1945 年までであったため
に、現代に繋がる戦後東アジアを捉える学界
の認識にまでインパクトを与えることはで
きなかった。そこで、以上の歴史認識を発展
させるために、対象を戦後の高度経済成長期
までひろげて集団的な実証的研究をおこな
うことが不可欠であるという認識に至った。 
 
(2)中国については、現代東アジア経済の重要
な構成要素であることを充分に認識してい
たが、本研究においては、1970 年代までの
資本主義的な発展の歴史的解明に課題を限
定するため、対象外とした。 
 
２．研究の目的 
 研究は下記のような相互に関連する三つ
の課題の解明を柱としておこなった。 
 
(1)戦前（日本帝国の時代）と戦後（国民国
家の時代）との歴史的関連性。 
 戦前と戦後の関連性は、通常連続論と断絶
論の対立と捉えられている問題であるが、有
名な議論の割には具体的な研究成果に乏し
い。とりわけ、1945 年以前の事実をふまえ
た戦後期についての実証研究が進んでいな
い。その理由は二つある。第一に、戦前期と
戦後期がそれぞれ別々の研究者によって研
究されてきたことである。その結果、戦後の
経済発展をふまえた戦前期・戦時期の研究と
いう問題関心はあるものの、戦前・戦後を統
一的な視点からのデータによって分析する
ということがなされにくいという限界が生
じている。第二の理由は、連続・断絶の議論
が日本・韓国・台湾においてそれぞれ一国史
的な問題として扱われる傾向が強いという
ことである。 
 このような現状をふまえて、本研究では、
これまで主として戦前期の経済史を研究し
てきたメンバーが、それらの研究実績をふま
えて戦前と戦後を比較するという研究をめ
ざす。具体的には、戦前期のデータと戦後の
同系統のデータとを照合することによって、

連続・断絶の問題に多角的に接近する。さら
に、日本・韓国・台湾をそれぞれ比較するこ
とによって、東アジアレベルで戦前と戦後の
関連性を解明する。この問題の解明は、東ア
ジア高度経済成長の歴史的基礎構造を解明
することにつながる。 
 
(2)冷戦体制下における米国の対東アジア政
策と東アジア経済側の対応との相互関係。 
 冷戦体制の成立やその下における米国の
対東アジア政策が、東アジアにどのような影
響を与えたのかという問題は、従来政治史や
国際関係論の分野では盛んに議論されてお
り、研究成果もあがってきている。しかし、
経済史的な研究は少ない。戦後の米国による
経済援助が日本・韓国・台湾の復興にとって
重大な影響を与えたことは周知の事実で、そ
のような視角からの研究は、各国レベルでは
行われている。しかし、米国の政策を東アジ
アレベルで問題にするという経済史研究は
存在せず、現状ではほとんど議論の対象とな
っていない。このような研究にとっては、米
国に存在している一次資料の利用がきわめ
て重要であるにも関わらず、上記のような問
題関心からの資料調査はほとんど行われて
いないというのが現状であった。 
 本研究では、米国公文書館や米国議会図書
館にメンバーを派遣して、新資料の発掘に取
り組むことを重要な柱とした。そのうえで、
それらの資料を、日本・韓国・台湾に存在す
る関連資料と突き合わせることにより、冷戦
下における経済政策の実態や、米国の対日
本・対韓国・対台湾政策の関連性、そしてそ
れらの政策が現実の東アジア経済にどのよ
うな規定関係をもっていたのかという問題
に対して、解明を進めることができる。 
 
(3)日本・韓国・台湾の三国の相互関係、お
よび三国と米国の経済関係の構造的連関の
長期的分析。 
 日本・韓国（戦前は朝鮮）・台湾の三国間
の経済的関係については、研究代表者が中心
となって、東アジア資本主義の形成と発展と
いう視点から、堀和生著『東アジア資本主義
史論Ⅰ』（ミネルヴァ書房、2009 年）、堀和
生編著『東アジア資本主義史論Ⅱ』（ミネル
ヴァ書房、2008 年）において長期的な分析
を試みた。しかしながら、次の二つの点にお
いて、分析はいまなお不充分である。第一に、
東アジアにおける資本主義の形成期に焦点
を当てたため、分析の比重が戦前期・戦時期
に偏り、戦後とりわけの高度経済成長期に関
しては、展望の水準に留まっている。第二に、
東アジア地域の内部構造に集中したために、
特に重要な米国との経済関係についてほと
んど分析されていないことである。 
 以上の弱点を克服するために、本研究では、
貿易、運輸、借款・投資、企業進出、技術移
転など、戦後東アジアの高度経済成長期にお
ける国家間経済関係の重要な構成要素につ



いて、長い時間的スパンでの分析を行なった。
このような分析の積み重ねによって、パク
ス・アメリカーナ体制下における東アジア経
済発展の実態を解明する。それによって従来
のような一国史的把握ではない東アジア地
域レベルでの歴史認識をつくることが可能
になる。 
 
３．研究の方法 
(1)日本・韓国・台湾の経済史研究者から成
る国際的研究組織をつくる。 
 
(2)戦前期と戦後期の同系統の資料を集め、
共同研究の基礎となる東アジアの長期統計
データベースを構築する。 
 
(3)米国にメンバーを派遣し、米国国立公文
書館等に存在する東アジア関連資料の調
査・発掘を行なう。 
 
(4)以上のデータベースや新資料を前提とし
て、重要な産業と経済政策･制度について、
戦前期との関連性、戦後米国の政策との関連
性、同時期三国の関連性等に焦点を当てて、
戦後 1970 年代までの発展過程を解明する。 
 
(5)東アジア三国間の経済関係や東アジアと
米国との経済関係を総体的に解明するため
に、国際分業体制や国際的資金循環の観点か
ら分析を行なう。 
 
(6)研究を国際的な歴史認識の観点からより
広く検討するために、韓国、台湾、日本にお
いて公開討論会を開催し、その成果を研究に
フィードバックする。 
 
４．研究成果 
(1)従来はそれぞれ個別に研究されてきた日
本、韓国、台湾の高度経済成長という現象を、
戦前の日本帝国の時代から現在の東アジア
経済の大発展期までの時代のなかで、相互に
深く関連した一つの政治経済変動として捉
えた。東アジア地域が戦前から引き継いだ歴
史的な構造という通時的な条件に加えて、戦
後東アジアで急激にプレゼンスを強めた米
国の政治・経済の存在や介入という共時的な
条件を組み合わせて、東アジアにおいて一つ
の構造と特徴をもって成立した資本主義と
して「東アジアの奇跡」の歴史的実態を解明
した。 
 
(2)数カ国にわたる経済過程に関する実証的
な研究を行った。とりわけ、申請時に強調し
た米国での資料調査に関しては、米国国立公
文書館における米国政府の外交・援助関係資
料を発掘、活用することで、東アジア経済に
関する多くの新事実を発見した。また、台湾
と韓国の文書館・資料館等においても、1950
年代の多くの一次資料を発掘した。このよう
な資料調査・発掘を前提として、国際的な共

同研究としての優位性を活かして、各国の新
資料を相互に組み合わせて分析することが
可能となった。その成果として、アメリカの
戦後東アジア構想が、共産圏の戦略に応じて
試行錯誤的に展開され、当初の構想から大き
く異なる結果を東アジアに出現させたこと
などを明らかにした。 
 
(3)マクロ的な政策・経済研究にとどまらず、
当時の韓国と台湾の重要な個別産業（繊維・
衣料産業、造船・機械産業）をとりあげ、具
体的に分析した。くわえて、それぞれ一国の
産業のあり方だけではなく、韓国・台湾の産
業の比較、日本の関連産業の資本・技術との
関係、米国市場への輸出問題、それらをコー
ディネートしていた日本商社の活動等を多
面的に研究した。 
 
(4)研究期間中に、研究成果の中間発表とし
て 2度のシンポジウムを開催した。 
① 2012 年 8 月 24 日に社会経済史学会近畿
部会の夏季セミナー「東アジアにおける
復興から高度成長―日本、韓国、台湾の
経済的変容―」を開催した。内容は以下
の通りである。堀和生「戦後東アジアに
おける高度成長」、林采成「米国の戦後東
アジア経済政策」、福岡正章「韓国・台湾
の繊維産業」、堀内義隆「台湾・韓国の機
械産業」、裴錫満「韓国・台湾の造船産業」。
武田晴人（東京大学）、李榮薫（ソウル大
学）、黄紹恆（交通大学）という３国の学
界を代表する経済史研究者からコメント
を得た。 
② 2013 年 8 月 24 日に現代日本経済史研究
会と合同で「東アジアの資本主義史に関
するシンポジウム－認識の長いスパンと
広い視野－」を開催した。内容は以下の
通りである。堀和生「東アジア資本主義
は設定できるか」、林采成「戦後東アジア
の経済発展とアメリカ」、金子文夫（横浜
市立大学）「東アジアにおける商品と資本
の移動」、原朗（東京大学名誉教授）「東
アジアの資本主義と欧米帝国主義」。松野
周治（立命館大学）、柳沢遊（慶応義塾大
学）、富澤芳亜（島根大学）のそれぞれア
ジア、日本、中国の経済史を代表する研
究者からコメントを得た。 
両シンポジウムともに、フロアからの発言
も含めて活発な議論が交わされ、学界に大き
なインパクトを与えたと自負している。 
 
(5)研究期間中に、プロジェクトの全メンバ
ーによる国際共同研究会を毎年1度ずつ開催
した他に、海外から研究者を招聘し、個別分
野に関する国際共同研究会を計 5度、下記の
通り開催した。①韓国・台湾の造船業史研究
会（2012年1月7日）、②繊維業史研究会（2012
年 3月 24 日）、③米国の戦後構想・政策と東
アジアに関する研究会（2012 年 6 月 16 日）、
④企業成長の３国比較に関する研究会（2013



年 3 月 2 日）、⑤「戦後韓国台湾における金
融･資本市場の形成」に関する研究会（2013
年 10 月 27 日）。これらの計 8 度の研究会を
通じて、3 国の研究者の研究交流を促進する
ことに貢献した。 
 
(6)3 年間の共同研究の総括として、最終報告
書を編集中であり、3 国で論文集（堀和生編
著『東アジア高度成長の起源』（仮題））とし
て出版する予定である。 
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